
A．研究目的

本研究の目的は、首都圏の医療体制整備にとどま

らず、全国でHIV診療を積極的に行っている医療機関

に対する支援を種々の研修を通じて行うことにある。

B．研究方法

首都圏の医療体制整備に関しては、首都圏中核と

の連携会議を開催し、HIV 診療の問題点を検討した。

従来首都圏 5 カ所の病院に対して出張研修を行って

いたが、今年度から首都圏中核会議を持ってこれに

変えることとした。また、全国 2 カ所への出張研修

を行った。今年の研修の内容は、（1）HIV 感染者の

HCV 治療と安定期の患者の ART 変更、（2）HIV 感染

患者の服薬支援−困難事例の支援を振り返って−、

（3）ART における副作用マネジメント、とした。

（倫理面への配慮）

研修で使用した症例では、個人が特定できないよ

う配慮した。

C．研究結果

首都圏中核拠点病院連絡会議での検討課題は、以

下の通りである。

【茨城県】

昭和62年～平成28年の累計はHIV感染者537名／

AIDS患者326名の計863名。平成28年HIV感染者

は9名、AIDS患者は5 名の計14名。ここ最近は20

名を超えない。減少傾向にある。

11月1日現在、医師の確保が難しいため、拠点病院

の辞退があり、9→8になる。

研修会に関して、独自で開催。院内で感染者を確認

したらということで、基本的な感染対策、針刺し対

応などのテーマにかかりつけ医に感染症に対する理

解を深めるという内容に変えたら通常よりも多くの

方に参加いただけた。

【埼玉県】

＜既存活動内容＞

保健所の検査、日曜日委託検査、研修年4回、ホッ

トライン。治療連絡会議。

＜新規活動内容＞

1．ハイリスク層に向けた検査対策の充実。MSM向

けスマートフォンアプリとインターネットサイ

トのバナーに3ヶ月広告。検査も倍増。インター

ネットのアクセス10～20倍。男性限定9月と12

月実施。9月実施の検査で40名の内1名陽性が見

つかった。

2．梅毒の即日検査実施。

3．血液体液曝露緊急対応マニュアルの作成。B型・

C型肝炎にも対応できるマニュアルの作成。

＜課題＞

1．病診連携。地元の病院との連携。歯科との診療

ネットワークの構築を協議中。
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首都圏の医療体制整備班の活動内容は、ACCで開催する研修に加え、首都圏2カ所へ

の出張研修、首都圏外として２カ所への研修を行った。今年の研修内容は、（1）HIV

感染者のHCV治療と安定期の患者のART変更、（2）HIV感染患者の服薬支援−困難

事例の支援を振り返って−、（3）ARTにおける副作用マネジメント、とした。さら

に、今年度から、各都県の行政も含めた首都圏中核の連絡会議を開催、各都県の問題

点が明らかになった。特に、東京オリンピックに向けたnPEP対応の整備と産科対応病

院の整備が重要である。
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2．曝露後予防薬の配布について。旧薬事法の違反

の恐れあり。よって配布をしていない。

3．郵送検査について。郵送検査の増加で保健所検

査が減少することによる予算の減額を懸念。

【千葉県】

＜活動内容＞

普及啓発（若年層教育）、検査相談体制、医療機関

との連携

2016年：HIV31名、エイズ19名。診断時にエイズ発

症が多い。感染者20～30歳代が7割。若年層への啓

発活動。保健所を通して講習会の実施（年々減少）。

感染原因の半数以上が男性同性間接触。

MSM受けスマートフォンアプリやホームページに

千葉県休日検査のバナー広告を掲載している。休日

検査陽性率が1%前後。

＜課題＞

数年前から歯科医師会に歯科診療所の紹介を委託。

身近な歯科診療所で診療を受けられるように体制を

整える。歯科診療協力11施設と受け入れ施設の伸

び悩み。病院退院後の相談、介護施設の紹介など。

【神奈川県】

＜活動内容＞

1．対策推進事業：エイズ対策推進協議会の開催、

エイズ予防講演会、レッドリボン月間

2．基本体制整備事業：エイズ治療症例検討研修

会、歯科診療ネットワーク構築、エイズ感染研修

3．相談検査整備事業：外国籍・県民への相談、

HIV即日検査

4．保健センター運営事業：HIV感染者対象のカウ

ンセリング

＜課題＞

エイズ検査件数の減少

【東京都】

中核拠点病院3との拠点病院41協力医療機関9の53

協力病院の協力を得ている。

医療機関向け研修会の実施。（一般内科や透析クリ

ニック向けの研修）

歯科103施設（実際は30施設）年間のべ4,000近く

の診療をおこなっている。

特に歯科スタッフの理解を深めるためにも研修をお

こなう。中核拠点病院による症例懇話会（11月と1

月）。保健所などの公的機関での検査9,600件だが

1万件を超える検査数。梅毒検査と一緒に受ける。

昨年、国や研究班で台東区保健所におけるMSM向

けの検査を実施。

＜課題＞

かかりつけ医を増やす。

老人ホームなどの福祉施設の受け入れ。

メンタルケア（他科連携）。

保健所の検査件数の減少（平日の2～3時間では難

しい。陽性がほとんど無い。→職員の意識の低下に

つながる）。

郵送検査。

外国語の対応。

＜質問＞

福祉施設の受け入れ体制についてどのような取り組

みをおこなっているか

→福祉施設（高齢者施設、障害者施設）に対しての

研修を実施。

歯科診療の受け入れ体制整備については？

→行政でなく歯科医によるネットワーク構築。

補助は出していない。

PEPに対する補助は無い。

東京都における患者数は他の地域に比べ多いが、

主たる病院の患者数は、以下の通りである。

HIV感染症の医療体制の整備に関する研究
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ACC

4,206 209 1,479 282 2,666 329
600 599

250 79 102 144

2016 192 10 121 10 83 18 14 8 12 13 14
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D．考察

総合討論として問題になったのは、首都圏におけ

るnPEPの問題であった。特に、今後東京オリンピ

ックを迎えるに当たり、nPEP提供体制の整備が喫

緊の課題である。特に、nPEP提供時の料金がばら

ばらでは問題となるため、統一規格を整備する必要

がある。また、nPEP希望者は、夜間に来ることが

多いが、専門医の当直体制が整備されておらず、今

後の課題である。

医療機関おける PEP も準備状況がまちまちであ

り、特に、拠点病院以外への拡大をどうしていく

か、今後の課題である。新潟県では、19の病院に予

防内服を配布し、針刺しのマニュアルが実効性のあ

るものなのかなどを確認するために年一回保健所が

立入り検査をおこなっているが、今後の整備におい

て参考になる。

また、女性患者の増加に伴い、出産例も増えてい

るが、県によっては、参加対応できないところもあ

り、里帰り出産を推進するためにも首都圏での産科

対応可能病院の整備も重要である。

E．結論

今年度から始めた首都圏中核病院連絡会議で、各

都県の問題点が明らかになった。次回の首都圏中核

会議は、8月4日に開催予定となった。
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